
（平成２６年４月９日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認九州地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

厚生年金関係 9 件



九州（長崎）厚生年金 事案 5110 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 45 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年 11月 30日から同年 12月１日まで 

 私は、昭和 45 年３月にＡ社に入社し、同年 12 月に同社Ｃ事業部に異動

したが、同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が提出した申立人に係る「社員プロフィー

ル」及び同社の回答から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和

45 年 12 月１日にＡ社から同社Ｃ事業部（オンライン記録上は、Ｄ社）に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る厚生年金

保険被保険者名簿における昭和 45 年 10 月の記録から３万 3,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年金保

険被保険者資格の喪失日を昭和 45 年 12 月１日と届け出たにもかかわらず、

社会保険事務所（当時）がこれを同年 11 月 30 日と誤って記録するとは考え

難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（長崎）厚生年金 事案 5111 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 45 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年 11月 30日から同年 12月１日まで 

 私は、昭和 45 年３月にＡ社に入社し、同年 12 月に同社Ｃ事業部に異動

したが、同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が提出した申立人に係る「社員プロフィー

ル」及び同社の回答から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和

45 年 12 月１日にＡ社から同社Ｃ事業部（オンライン記録上は、Ｄ社）に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る厚生年金

保険被保険者名簿における昭和 45 年 10 月の記録から３万 3,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年金保

険被保険者資格の喪失日を昭和 45 年 12 月１日と届け出たにもかかわらず、

社会保険事務所（当時）がこれを同年 11 月 30 日と誤って記録するとは考え

難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（長崎）厚生年金 事案 5112 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 45 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年 11月 30日から同年 12月１日まで 

 私は、昭和 45 年３月にＡ社に入社し、同年 12 月に同社Ｃ事業部に異動

したが、同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が提出した申立人に係る「社員プロフィー

ル」及び同社の回答から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和

45 年 12 月１日にＡ社から同社Ｃ事業部（オンライン記録上は、Ｄ社）に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る厚生年金

保険被保険者名簿における昭和 45 年 10 月の記録から３万 3,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年金保

険被保険者資格の喪失日を昭和 45 年 12 月１日と届け出たにもかかわらず、

社会保険事務所（当時）がこれを同年 11 月 30 日と誤って記録するとは考え

難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（宮崎）厚生年金 事案 5113 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立期間に係る厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく申出

を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されることから、申立人

のＡ社における申立期間に係る標準賞与額を８万 3,000 円とすることが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

    

    

    

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 22年 12月 10日 

私は、申立期間当時、育児休業を取得中だったが、申立期間に係る賞与

が支給されたにもかかわらず、標準賞与額の記録が確認できない。 

申立期間に係る標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した申立人の申立期間に係る賃金台帳累積照会、申立人が提出

した「【冬賞与】2010 年 12 月分賃金明細」の写し及び当該期間に係る申立

人名義の預金通帳の写しにより、申立人は、平成 22年 12月 10日に同社から

賞与の支給を受けていることが認められる。 

また、申立期間については、オンライン記録によると、事業主は、厚生年

金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中における厚生年金保険

料徴収の免除の申出を行ったことが確認できるところ、この申出があった場

合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料については、徴収が行われ

ないことから、当該期間の健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届が提出

されていない場合であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考

えられる。 

以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳

累積照会等から８万 3,000円とすることが妥当である。   

  



九州（熊本）厚生年金 事案 5114 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、当該

期間の標準賞与額に係る記録を 25万 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年 12月２日 

私は、Ａ社に勤務し、申立期間に係る賞与の支給を受け、厚生年金保険

料を控除されていたにもかかわらず、当該期間に係る標準賞与額の記録が

確認できない。 

申立期間の標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間に係る申立人名義の金融機関の異動明細表、Ａ社が加入するＢ健

康保険組合が提出した健康保険被保険者標準賞与決定通知書の写し及び同僚

の賞与明細書から判断すると、同社から申立人に対し、当該期間に係る賞与

が支給され、厚生年金保険料を事業主により当該賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、前述の健康保険被保険者標

準賞与決定通知書の写しから、25万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、申立人に係る当該期間の賞与について、賞与の

支給、厚生年金保険料の控除及び厚生年金保険被保険者賞与支払届に関する

資料を廃棄したため不明と回答しており、このほかにこれを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が、申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。

  



九州（熊本）厚生年金 事案 5115 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、当該

期間の標準賞与額に係る記録を 11万 6,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月２日 

私は、Ａ社に勤務し、申立期間に係る賞与の支給を受け、厚生年金保険

料を控除されていたにもかかわらず、当該期間に係る標準賞与額の記録が

確認できない。 

申立期間の標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立人名義の金融機関の異動明細表、Ａ社が加入するＢ健

康保険組合が提出した健康保険被保険者標準賞与決定通知書の写し及び同僚

の賞与明細書から判断すると、同社から申立人に対し、当該期間に係る賞与

が支給され、厚生年金保険料を事業主により当該賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、前述の健康保険被保険者標

準賞与決定通知書の写しから、11万 6,000円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、申立人に係る申立期間の賞与について、賞与の

支給、厚生年金保険料の控除及び厚生年金保険被保険者賞与支払届に関する

資料を廃棄したため不明としており、このほかにこれを確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が、申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

  

  

  



九州（熊本）厚生年金 事案 5116 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、当該

期間の標準賞与額に係る記録を 18万 6,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月２日 

私は、Ａ社に勤務し、申立期間に係る賞与の支給を受け、厚生年金保険

料を控除されていたにもかかわらず、当該期間に係る標準賞与額の記録が

確認できない。 

申立期間の標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した申立期間に係る通帳の写し、Ａ社が加入するＢ健康保険

組合が提出した健康保険被保険者標準賞与決定通知書の写し及び同僚の賞与

明細書から判断すると、同社から申立人に対し、当該期間に係る賞与が支給

され、厚生年金保険料を事業主により当該賞与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、前述の健康保険被保険者標

準賞与決定通知書の写しから、18万 6,000円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、申立人に係る申立期間の賞与について、賞与の

支給、厚生年金保険料の控除及び厚生年金保険被保険者賞与支払届に関する

資料を廃棄したため不明としており、このほかにこれを確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が、申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

  

  

 



九州（熊本）厚生年金 事案 5117 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、当該

期間の標準賞与額に係る記録を 34万 7,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月２日 

私は、Ａ社に勤務し、申立期間に係る賞与の支給を受け、厚生年金保険

料を控除されていたにもかかわらず、当該期間に係る標準賞与額の記録が

確認できない。 

申立期間の標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立人名義の金融機関の異動明細表、Ａ社が加入するＢ健

康保険組合が提出した健康保険被保険者標準賞与決定通知書の写し及び同僚

の賞与明細書から判断すると、同社から申立人に対し、当該期間に係る賞与

が支給され、厚生年金保険料を事業主により当該賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、前述の健康保険被保険者標

準賞与決定通知書の写しから、34万 7,000円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、申立人に係る申立期間の賞与について、賞与の

支給、厚生年金保険料の控除及び厚生年金保険被保険者賞与支払届に関する

資料を廃棄したため不明としており、このほかにこれを確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が、申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

  

 

  

  



九州（熊本）厚生年金 事案 5118 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、当該

期間の標準賞与額に係る記録を 17万 5,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月２日 

私は、Ａ社に勤務し、申立期間に係る賞与の支給を受け、厚生年金保険

料を控除されていたにもかかわらず、当該期間に係る標準賞与額の記録が

確認できない。 

申立期間の標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立人名義の金融機関の異動明細表、Ａ社が加入するＢ健

康保険組合が提出した健康保険被保険者標準賞与決定通知書の写し及び同僚

の賞与明細書から判断すると、同社から申立人に対し、当該期間に係る賞与

が支給され、厚生年金保険料を事業主により当該賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、前述の健康保険被保険者標

準賞与決定通知書の写しから、17万 5,000円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、申立人に係る申立期間の賞与について、賞与の

支給、厚生年金保険料の控除及び厚生年金保険被保険者賞与支払届に関する

資料を廃棄したため不明としており、このほかにこれを確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が、申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

  

  

  



九州（熊本）厚生年金 事案 5119 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、当該

期間の標準賞与額に係る記録を 13万 7,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月２日 

私は、Ａ社に勤務し、申立期間に係る賞与の支給を受け、厚生年金保険

料を控除されていたにもかかわらず、当該期間に係る標準賞与額の記録が

確認できない。 

申立期間の標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した申立期間に係る申立人名義の金融機関の異動明細表の写

し、Ａ社が加入するＢ健康保険組合が提出した健康保険被保険者標準賞与決

定通知書の写し及び同僚の賞与明細書から判断すると、同社から申立人に対

し、当該期間に係る賞与が支給され、厚生年金保険料を事業主により当該賞

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、前述の健康保険被保険者標

準賞与決定通知書の写しから、13万 7,000円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、申立人に係る申立期間の賞与について、賞与の

支給、厚生年金保険料の控除及び厚生年金保険被保険者賞与支払届に関する

資料を廃棄したため不明としており、このほかにこれを確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が、申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

  

  

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5120 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男      

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 44年４月１日から 46年１月１日まで 

           ② 昭和 51年 11月１日から 55年 12月１日まで 

  申立期間①については、Ａ社に勤務していたにもかかわらず、当該期間

に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

申立期間②については、Ｂ社に勤務していたにもかかわらず、当該期間

に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、Ａ社での業務内容及び事業主の姓並

びに同社の取引先であった事業所の名称を記憶していることから、期間の

特定はできないものの、申立人が同事業所に勤務していたことはうかがえ

る。 

しかしながら、厚生年金保険の適用事業所に係る「事業所記号簿」によ

り、Ａ社は、昭和 42 年 11 月７日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、申立期間①当時において、同事業所が厚生年金保険の適用事

業所であった記録は確認できない。 

また、当時の事業主は、既に死亡していることから、申立人の当該期間

における厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の給与からの控除に

ついて確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

 

２ 申立期間②については、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

により当該期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同

僚は、勤務期間は定かでないが、申立人が同事業所に勤務していた旨供述

  



  

していることから、期間の特定はできないものの、申立人が同事業所に勤

務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録により、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっていることが確認でき、当時の事業主は既に死亡して

いる上、当該事業主の親族も同社に係る資料を保管していないことから、

申立人の申立期間②における厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料

の給与からの控除について確認できる関連資料及び供述を得ることができ

ない。 

また、前述の被保険者名簿において、申立人の厚生年金保険被保険者記

録を確認することはできない上、健康保険の整理番号に欠番が無いことか

ら、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

 

 申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、ほかに、

申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

３



九州（鹿児島）厚生年金 事案 5121 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年７月 24日から 50年８月 21日まで 

 私は、Ａ社に昭和 49 年７月 24 日に入社し、同社の社宅に入居して勤務

していたにもかかわらず、厚生年金保険被保険者資格の取得日が 50 年８月

21日とされているので、同資格の取得日を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和 49 年７月 24 日に入社し、同社の社宅に入居した旨

申し立てているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によ

り申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録が確認できる同僚は、申立人が

同年７月頃に同社に入社し、社宅に入居した旨供述している。 

また、申立人のＡ社に係る雇用保険被保険者資格の取得日は、昭和 49 年

11 月 25 日であることが確認できることから、申立人が、同社に係る厚生年

金保険被保険者資格の取得日（昭和 50 年８月 21 日）以前から同社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかしながら、ⅰ）前述の被保険者原票において、申立人の整理番号の前

後各５人の同僚に係る厚生年金保険被保険者資格及び雇用保険被保険者資格

の取得日を確認したところ、それぞれの被保険者資格の取得日が一致してい

ない者が複数確認できること、ⅱ）申立期間の一部期間に係る厚生年金保険

被保険者記録が確認できる別の同僚は、Ａ社は従業員が入社してもすぐに厚

生年金保険に加入させていなかったと思う旨供述していることから、同社は、

従業員について、必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは

限らない事情がうかがえる。 

また、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時

の事業主は死亡していることから、申立人の申立期間における厚生年金保険

  



の加入状況及び厚生年金保険料の給与からの控除について確認できる関連資

料及び供述を得ることができない。 

さらに、前述の被保険者原票において、申立人の厚生年金保険被保険者資

格の取得日は、昭和 50 年８月 21 日と記載されており、当該記録はオンライ

ン記録と一致している上、遡って訂正されるなど不自然な点は見当たらない。 

加えて、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、

ほかに、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5122 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 10月頃から３年４月１日まで 

私は、平成元年 10 月頃にＡ事業所（後の、Ｂ社）に入社し、３年４月１

日に次の会社へ転職するまで勤務していたが、厚生年金保険被保険者記録

が確認できないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の事業主及びオンライン記録により申立期間において申立事業所に係

る厚生年金保険被保険者記録が確認できる複数の同僚の供述から判断すると、

期間の特定はできないものの、申立人が申立事業所において勤務していたこ

とは推認できる。 

 しかしながら、ⅰ）前述の事業主及び複数の同僚は、Ａ事業所はパート勤

務の従業員や厚生年金保険の加入を希望しない従業員等を同保険に加入させ

ていなかった旨供述しているところ、申立期間当時、給与事務を担当してい

た者は、申立人はパート勤務であった旨供述していること、ⅱ）申立人が名

前を挙げた複数の同僚は、申立事業所における厚生年金保険被保険者記録が

確認できないことから判断すると、Ａ事業所では、全ての従業員を厚生年金

保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

 また、オンライン記録によると、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用事業所で

はなく、前述の事業主は賃金台帳等の資料を保管していないと供述しており、

申立人の申立期間における給与からの厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料を得ることができない。 

さらに、オンライン記録により、申立人のＡ事業所に係る厚生年金保険被

保険者記録は確認できない上、申立期間における健康保険の整理番号に欠番

 

  

  

 



が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに、申立

期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関係資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

  



九州（鹿児島）厚生年金 事案 5123 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年６月 24日から 39年 12月 22日まで 

           ② 昭和 40年５月 18日から 41年５月 21日まで 

           ③ 昭和 43年２月１日から 44年４月 21日まで 

年金事務所の記録では、私が勤務していたＡ社Ｂ事業所、Ｃ事業所及び

Ｄ社における厚生年金保険被保険者期間について脱退手当金が支給された

記録になっているが、私は申立期間に係る脱退手当金を受給した記憶は無

いので、脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

  

  

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び③に係る厚生年金保険被保険者台帳記号番号において、申

立人の姓が昭和 46 年８月 21 日に旧姓から婚姻後の姓に変更されたことが確

認できること、及び申立期間②に係る同記号番号が同年 10 月 12 日に申立期

間①及び③に係る同記号番号に重複整理されたことが厚生年金保険被保険者

台帳記号番号払出簿により確認できるところ、これらの処理は、申立期間①、

②及び③に係る脱退手当金が同年９月 28 日に支給決定されていることを踏ま

えると、脱退手当金の請求手続に併せて行われたと考えるのが自然である。 

また、申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても、脱退手当金

を受給した記憶が無いという主張以外に、申立人が脱退手当金を受給してい

ないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5124（福岡厚生年金事案 3158の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年５月 10日から 52年２月 10日まで     

Ａ事業所を含む３事業所に勤務していた期間について、年金記録確認第

三者委員会に申し立てたが、年金記録の訂正は認められなかった。 

今回、Ａ事業所に申立期間当時勤務していた同僚の姓名及び連絡先が分

かったので、再調査の上、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

     

 

第３ 委員会の判断の理由 

   前回のＡ事業所を含む３事業所に係る申立期間については、既に年金記録

確認福岡地方第三者委員会（当時。以下「福岡委員会」という。）の決定に

基づき平成 22年 12 月 24日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行

われている。 

また、前回の申立事業所のうち、Ａ事業所に係る申立てについては、年金

記録の訂正が必要とまでは言えない理由として、ⅰ）同事業所は、申立期間

途中の昭和 51年 12 月 30日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており

当該期間のうち、同日から 52 年２月 10 日までの期間においては、厚生年金

保険の適用事業所ではなかったことが確認できること、ⅱ）同事業所に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者

記録は確認できないこと、ⅲ）事業主は、全ての従業員について、必ずしも

厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえること、ⅳ）当

時の事業主の連絡先は不明である上、申立人が姓名を挙げた同僚からも供述

が得られないため、申立人の申立期間における勤務の実態、厚生年金保険の

加入状況、厚生年金保険料の給与からの控除等について確認できる関連資料

及び供述を得ることができないことなどを挙げている。 

、

  



   今回、申立人は、申立期間当時、Ａ事業所に勤務していた同僚の姓名及び

連絡先が分かったとして再申立てを行っている。 

しかしながら、申立人が姓名を挙げた同僚３人のうち、２人は既に死亡し

ており、１人はＡ事業所に勤務したことは無く、申立人を知らない旨供述し

ていることから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の

給与からの控除に関する供述を得ることはできない。 

  このほかに、福岡委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たら

ないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  



九州（宮崎）厚生年金 事案 5125 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住    所 ：           

    

    

        

 

  ２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： 平成 22年 12月 10日 

私は、申立期間当時、育児休業を取得中だったが、申立期間に係る賞与

が支給されたにもかかわらず、標準賞与額の記録が無いので記録を回復し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した申立期間に係る賃金台帳累積照会及び申立人が提出した

「【冬賞与】2010 年 12 月分賃金明細」の写しによると、平成 22 年 12 月 10

日に申立人に対して賞与が支給されているとともに、同社が提出した申立人

に係る「育児休業申出書」によると、申立人は同社において同年４月 27 日か

ら 23年２月 28日まで育児休業を取得していることが確認できる。 

しかしながら、厚生年金保険法第81条の２の規定において、事業主の申出

により、厚生年金保険被保険者の育児休業中の厚生年金保険料を免除する旨

定められているところ、Ａ社は、申立人に係る「健康保険・厚生年金保険育

児休業取得者申出書」を年金事務所に提出していない旨回答している上、オ

ンライン記録にも申立人の申立期間に係る育児休業取得の記録は無いことか

ら、当該期間は、同規定に基づく育児休業期間に係る保険料が免除される期

間とは認められない。 

また、前述の賃金明細の写し等により賞与から厚生年金保険料は控除され

ていないことが確認できる上、ほかに、事業主が申立人の申立期間における

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。

  

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5126 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月１日から 44年２月１日まで 

② 昭和 44年５月 20日から 46年 12月 31日まで 

私は、昭和 44 年１月末まで勤務していたＡ社を結婚を契機に退職し、そ

の後、同年５月 20 日からＢ社に勤務したが、46 年 12 月末に体調不良を理

由に退職した。 

Ａ社を退職する際には、同社から脱退手当金についての説明を受けたた

め、手続を依頼したような気もするが、その後脱退手当金を受給した記憶

は無い。 

また、Ｂ社を退職する際は、急に退職したため、退職届を書いた記憶も

無く、退職に関して同社から説明を受けた記憶も無く、いずれ再就職する

つもりだったので、脱退手当金の手続は行っていない。 

平成 20 年に、申立期間について脱退手当金を受給した記録となっている

ことを知ったが、脱退手当金を受給していないので、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②のＢ社に係る事業所別被保険者名簿の申立人記載欄には、脱退

手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が確認できる。 

また、申立期間①及び②に係る脱退手当金は、その支給額に計算上の誤り

は無く、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から

３か月後の昭和 47 年３月 31 日に支給決定されているなど、当該脱退手当金

の支給に係る一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



九州（大分）厚生年金 事案 5127 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35年９月１日から 36年４月１日まで 

          ② 昭和 37年６月８日から 38年 12月７日まで 

私は、昭和 35 年秋頃からＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、38 年 12 月に

Ｃ社に入社するまで、継続してＡ社に勤務したにもかかわらず、同社にお

ける厚生年金保険の被保険者資格が 36 年４月１日から 37 年６月８日まで

の期間のみであることに納得できない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①については、申立人が提出した、Ａ社が主催した社員旅行の

際に撮影されたとする写真の中において、申立人が姓名及び姓のみを挙げ

ている同僚のうち、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により

厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の者の供述から、期間の特

定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、前述の複数の同僚からは、申立人の申立期間①における

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせ

る供述を得ることができない上、Ｂ社は、申立人に係る人事記録及び賃金

台帳等の資料は保管していないと回答していることから、当該期間におけ

る勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の給与からの控

除について確認することができない。 

また、申立人が一緒に入社した同僚として姓名を挙げている者の厚生年

金保険被保険者資格の取得日は、Ａ社に係る当該同僚の健康保険厚生年金

保険被保険者原票により、申立人の被保険者資格取得日と同日の昭和 36 年

４月１日であることが確認できる。 

  



さらに、申立人が姓のみを挙げ、かつ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者原票により同社における厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きる複数の同僚及び申立人と同日に厚生年金保険被保険者資格を取得した

複数の同僚は、同社においては試用期間があったと供述している。 

 

２ 申立期間②ついては、申立人が提出したＡ社が主催した社員旅行の際に

撮影されたとする写真の中において、申立人が姓のみを挙げた同僚の供述

から、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことは

うかがえる。 

しかしながら、前述の同僚からは、申立人の申立期間②における厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる供述

を得ることができない上、Ｂ社は、申立人に係る人事記録及び賃金台帳等

の資料は保管していないと回答していることから、当該期間における勤務

実態、厚生年金保険の加入状況及び給与からの厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

また、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

申立人は昭和 37 年６月８日に厚生年金保険被保険者資格を喪失しているこ

とが確認でき、オンライン記録と一致している。 

 

３ 申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、当該期間

における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



九州（佐賀）厚生年金 事案 5128 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

    

    

    

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32年８月１日から 33年８月１日まで 

         ② 昭和 33年８月１日から 34年 10月１日まで 

③ 昭和 34年 10月１日から 35年６月１日まで 

私は、申立期間①については、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、Ｃ県Ｄ

町においてＥ施設のＦ事業に従事した。 

また、申立期間②及び③については、Ｇ事業所に勤務していたところ、

同事業所がＨ県に所在していたような記憶もあるが、その所在地の記憶は

明確ではないものの、申立期間②についてはＩ県Ｊ町に在ったＫ社及び申

立期間③についてはＬ県Ｍ市に在ったＮ社の事業部でＯ職としてＰ業務に

従事した。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ｂ社が保管する従業員名簿により、Ｃ県Ｄ町に所

在するＥ施設に係るＦ事業に従事していることが確認できる社員は、Ａ社

Ｑ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」

という。）において厚生年金保険の被保険者記録が確認できるところ、そ

のうち連絡先が確認できる複数の同僚に照会したが、申立人が当該期間に

同社に勤務していたことをうかがわせる供述を得ることができない。 

また、Ｂ社は、「当社が保管している従業員名簿には申立人の姓名は見

当たらないことから、申立人が当社において採用されたことが確認できな

い。また、本社及びＱ支店が保管している厚生年金保険被保険者整理名簿

及び健康保險・厚生年金保險被保険者資格取得届の控えを確認した結果、

申立人の姓名は見当たらないことから、当社において厚生年金保険には加

  



  

入していないと思われる。」と回答している。 

さらに、Ｃ県Ｒ部局に照会したところ、申立期間①に係るＣ県Ｄ町に所

在するＥ施設のＦ事業をＡ社が請け負っていた期間は、昭和 33 年２月 10

日から同年３月 30 日までであると回答している。 

 加えて、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに、

申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②及び③について、申立人は、Ｇ事業所に勤務し、Ｋ社及びＮ

社の事業部でＯ職としてＰ業務に従事したと申し立てている。 

  しかしながら、日本年金機構Ｓブロック本部Ｔ事務センターに対し照会

を行ったものの、申立期間②及び③当時、Ｈ県においてＧ事業所という名

称の適用事業所は確認できないと回答している。 

また、オンライン記録により、申立期間②及び③当時、Ｇ事業所という

名称の厚生年金保険の適用事業所がＩ県内において２事業所確認できるこ

とから、当該２事業所に係る被保険者名簿により厚生年金保険の被保険者

記録が確認できる複数の者に照会を行ったものの、いずれの者からも当該

事業所は申立人が主張しているＰ業務を行っていなかったと供述している

ことから、当該２事業所は申立事業所ではないと考えられる。 

さらに、申立期間②については、Ｋ社に係る被保険者名簿により当該期

間において厚生年金保険の被保険者記録が確認できる 55 人に照会したとこ

ろ、回答があった 26 人全員が、「申立人及びＧ事業所に係る記憶は無

い。」と供述していることから、申立人が同社に勤務していたことを推認

することはできない。 

加えて、Ｋ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当

時の事業主と連絡が取れないことから、申立人の申立期間②における同社

での勤務実態、給与からの厚生年金保険料の控除等について確認できる関

連資料及び供述を得ることができない。 

 また、Ｋ社に係る被保険者名簿では、申立期間②において申立人の姓名

は確認できない上、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難い。 

 さらに、申立期間③については、Ｎ社は、当時において、同社と「Ｇ事

業所」という名称の事業所との事業上の関係は確認できず、同社の業務を

請け負っていた事業所に所属するＯ職について、同社において社会保険に

加入させていたことは無く、申立人が同社に採用されたことも確認できな

い旨回答していることから、当該期間における申立人の勤務の実態を推認

することができない。 



 加えて、申立人が供述しているＬ県Ｍ市に在ったと供述しているＮ社の

事業部について、同社は、同社Ｕ事業所であると回答しているところ、同

事業所に係る被保険者名簿によると、申立期間③において、申立人の姓名

は確認できない上、健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難い。 

また、申立人が申立期間②及び③に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほ

かに、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除を確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

  




